








































なお、合議事件はほとんどなく、私の在任した 4 年間で 2 件だけであった。
ちなみに、そのうちの 1 件が日本人妻のオーストラリア人夫に対する離婚無効


























いうことにする。具体的には、ＸとＹの婚姻が平成20年 4 月 1 日、Ｙの不貞行
為が平成22年 4 月 1 日、ＸがＹの不貞行為を知ったのが平成24年 4 月 1 日、Ｘ
とＹが別居したのが平成25年 4 月 1 日、ＸがＹに対して不貞行為に基づく離婚















































































































































































































ために要する費用）・ 特別経費（住居費 ・ 医療費 ・ 教育費等）等を控除した基

































































































































































































































不法行為責任を負う（最二小判昭54 ・ 3 ・ 30民集33巻 2 号303頁 ・ 最三小判平









為責任を負わないということになる（前掲最三小判平 8 ・ 3 ・ 26参照）。
26　しかしながら、この点については、学説上、一方配偶者の不貞行為の相手
方は、他方配偶者に対して不法行為責任を負わないのではないかという考えも
有力である（民法判例百選Ⅲ有斐閣22頁以下に窪田充見教授が学説の状況を簡
潔に説明しているので参照されたい。）。学説は、①貞操義務は、夫婦相互の義
務であり、婚姻当事者のみを拘束する、②性に対する自己決定権を尊重すべき
であり、第三者は、夫婦の一方に対して貞操義務を負っていない以上、責任追
及することはできない、③不貞行為によって外形的な別居に至らず、婚姻関 
係が修復され、婚姻共同生活が維持されるのであれば、「婚姻共同生活の平和」
は維持されていることになるから、第三者も不法行為責任を追及されるべきで
はないということにあるようである。
上記の①については、貞操義務が夫婦間の義務であるとしても、そこに第三
者が介入して、他方の義務違反に関与したのであれば、責任がないとはいえな
いのではないかと考えられよう。また、上記の②についても、確かに性に対 
する個人の自己決定権は尊重されなければならないが、この自己決定という 
のは、本件事例に即していえば、不貞行為をするか否かということである。そ
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うなると、不貞行為をするか否かの自己決定権を尊重し、その結果について 
責任を負わないということになる。これは、妥当であろうか。自己決定権は尊
重されなければならないが、その結果、他人の法的保護利益を侵害したのであ
れば、自分の自己決定権を理由に損害賠償義務を免れるというのはおかしなこ
とである。そこまで、自己決定権が尊重されるというのは、観念論にすぎない
と思われる。つまり、自己決定権の行使が内心にとどまらず、外形的行為を伴
い、その結果、他人の法定保護利益を侵害した場合に、損害賠償義務を負わな
いというような性に対する自己決定権を想定することは難しいということであ
る。こうした考えは、自己決定権という言葉をあまりに観念的にとらえすぎで
いるように思われる。こうしたことを主張するのであれば、配偶者が不貞行為
をしても、他方に対して不法行為責任を追及することはできない。つまり、夫
婦間において、相互に貞操義務違反行為があっても、不法行為とはならないと
いうほかないと思われる。しかし、このようにいえないことは、すでに検討し
たとおりである。
以上
